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［凡例］ 

 

本文中、「超電導磁気浮上式鉄道」を「リニア」と略して記述している箇所が

ある。 

超電導磁気浮上式鉄道の技術開発については、財団法人鉄道総合技術研究所及

び東海旅客鉄道株式会社が連携して実施しているが、東海旅客鉄道株式会社の

独自開発による部分を  として示す。 
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１．はじめに 

(1) 技術開発の経緯 

平成 2年 6月に、｢超電導磁気浮上方式鉄道に係る技術開発の円滑な推

進について｣(運輸大臣通達)にもとづき策定した｢超電導磁気浮上方式鉄

道技術開発基本計画｣及び｢超電導磁気浮上方式鉄道山梨実験線建設計

画｣が、運輸大臣（当時）の承認を受け、実用化のめどを立てるための技

術開発がスタートした。 

 平成 2年 11 月より、山梨実験線の建設が進められ、実験線設備が概

成となった平成 8 年 12 月から第一編成車両(MLX01)の牽引走行等を含む

総合調整試験が行われ、平成 9 年 4 月 3 日からは本格的な走行試験が開

始された。 

平成 12 年 3 月の「超電導磁気浮上式鉄道実用技術評価委員会」におい

て、3年間に及ぶ山梨実験線の走行試験並びに技術開発成果に基づき、超

電導磁気浮上式鉄道技術について、鉄道輸送システムとして備えるべき

性能、及び本技術に特徴的な装置特性をそれぞれ評価した。その結果、

「長期耐久性、経済性の一部に引き続き検討する課題はあるものの、超

高速大量輸送システムとして実用化に向けた技術上のめどは立ったもの

と考えられる」との評価結果となった。 

(2) 平成 12 年度以降の技術開発目標 

平成 12 年度以降は、概ね 5年間、実用化を目指した走行試験を先行区

間により継続して行うこととし、下記に示す課題を解決するために、走

行試験等による検証が行われてきた。 

○信頼性確認試験を引き続き実施し、長期耐久性の検証をより深める。 

○コスト低減に関わる技術について、走行試験等を通じて検証する。 

○車両の空力的特性の改善に関わる技術開発について、走行試験等を

通じて検証する。 
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(3) 試験計画 

平成 12 年度から 16 年度までの計画は、以下のとおりとなっている。 

H12 H13 H14 H15 H16

信頼性・耐久性の
検証

高速連続走行試験

新方式地上コイル開発
(含、超電導磁石性能向上)

特性確認試験・開発

高効率電力変換器開発 特性確認試験・開発

新方式き電システム開発 特性確認試験・開発

ガイドウェイ構造の改善 特性確認試験・開発

先頭車・中間車改良 特性確認試験・開発

関連データ取得試験

コストの低減

車両の空力的特性の
改善

年度
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(4) 山梨実験線の設備概要 

(先行区間） 

総延長 

１８．４ｋｍ 

トンネル：１６．０ｋｍ 

明かり ： ２．４ｋｍ 

（一般区間を含めた実験線の総延長４２．８ｋｍ） 

単線／複線 複線 

最急勾配 ４０‰ 

線 
 
 

形 

最小曲線半径 ８，０００ｍ 

編成数 ２編成 車
両

数
編成両数 最大５両編成 

設計最高速度 ５５０ｋｍ／ｈ 

車両構成 超電導磁石集中配置・連接台車方式 

車体長さ 
先頭車：２８．０ｍ 

/標準中間車：２１．６ｍ/長尺中間車：２４．３ｍ 

車体最大幅 ２．９０ｍ 

車両高さ ３．２８ｍ 

車
体
諸
元 

先頭形状 
ダブルカスプ形／エアロウェッジ形／ 

試験用先頭形状※ 

設備数 ２組 

変換方式 
ＧＴＯインバータ（３８／２０ＭＶＡ） 

／一部、新型電力変換素子を用いたインバータ※ 

き電方式 ３重き電 

変
換
器
・
き
電 

き電電圧 ２２ｋＶ／１１ｋＶ 

駆動方式 リニアシンクロナスモーター 

浮上方式 側壁浮上方式 

ガイドウェイ方式 パネル方式／ビーム方式／直付方式／自立方式※ 

分岐装置 
トラバーサ分岐装置（油圧駆動／電動駆動） 

／側壁移動分岐装置 

試験乗降場 ホールホーム式乗降場／伸縮式乗降装置※ 

※：平成 12 年度以降に新たに導入された設備 
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試験乗降場

実験センター

２２ｋＶ（北線）

１１ｋＶ（南線）

変電所

甲府方

東京方

車両基地

保守基地

先行区間　１８．４ｋｍ

２層３重き電両側推進（北線）

２層３重き電両側推進（南線） ２層２重片側推進（南線）

笹子トンネル

初狩トンネル

高川トンネル 九鬼トンネル 朝日トンネル

自立式ガイドウェイ，
新方式コイル

緩衝工緩衝工

 
 

 

 

ダブルカスプ型                           エアロウェッジ型 

     ＭＬＸ０１－１      ＭＬＸ０１－１１      ＭＬＸ０１－２ 

（甲府方先頭車）      （標準中間車）            （東京方先頭車） 

第一編成車両図 
 

 

エアロウェッジ型                           ダブルカスプ型 

 
ＭＬＸ０１－３       ＭＬＸ０１－２１    ＭＬＸ０１－１２  ＭＬＸ０１－４ 

（甲府方先頭車）   （長尺中間車）      （標準中間車）      （東京方先頭車） 

第二編成車両図 
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ＭＬＸ０１－９０１        ＭＬＸ０１－２２ 

（甲府方先頭車）         （長尺中間車） 

新型車両図 
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２．評価方法 

(1) 評価の進め方 

平成 12 年度以降の課題として掲げられている、「信頼性・耐久性の検

証」「コスト低減」「車両の空力的特性の改善」の技術開発の達成度に

ついて評価を行う。 

(2) 評価の観点 

ｱ．信頼性・耐久性 

① 信頼性 

山梨実験線での走行試験並びに設備の保全を通じて得られた知見な

どから、超電導磁気浮上式鉄道システムが、輸送システムとして具備

すべき信頼性について評価する。 

② 耐久性 

山梨実験線での走行試験並びにベンチテスト・机上検証などの結果

に基づき、超電導磁気浮上式鉄道システムに特有な各サブシステムが、

輸送システムとして具備すべき耐久性能について評価する。 

ｲ．コスト低減 

コスト低減を目的として開発が進められてきた各要素技術について、

各開発目標に対する達成度を評価する。 

また、これらの開発成果をもとに、ガイドウェイ、電気設備等の建設

費、並びに車両の製作費の低減見通しを立てる。 

ｳ．車両の空力的特性の改善 

技術開発成果を盛込み、改良を加えた車両・設備を用いた走行試験結

果に基づき、空力的特性、車内環境、沿線環境等の改善効果について評

価する。 

ｴ．平成 12 年度以降の総合技術評価 

上記の各項目の評価項目をとりまとめ、平成 12 年度以降の技術開発目

標の達成度について評価する。 
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３．走行試験の実施状況 

３－１ 信頼性・耐久性 

(1) 信頼性の検証 

高速連続走行試験による信頼性・耐久性の検証を進め、平成 12 年度以

降の走行距離はＡ編成 192,003km 並びにＢ編成 161,354km（内、新Ｂ編成

115,418km）であり、合計で 353,357km である。走行開始以来８年間の走

行距離はＡ編成 245,503km 並びにＢ編成 183,281km（内、新Ｂ編成

115,418km）であり、合計で 428,785km に達しており、走行実績の蓄積が

順調に進められている。また、試乗者数の累積は85,776人に達しており、

この間試乗走行便の運休はなかった。(何れも、平成 17年 3月 1日現在)。 

また、平成 12 年 3 月までに実施した異常時試験などに加えて、以下の

信頼性・耐久性に関わる高性能確認試験、異常時対応（特殊）試験、耐

久性試験などが実施された。 

ｱ．高性能確認試験 

山梨実験線の設計最高速度または営業線を超える条件での、以下の走

行試験を行い、いずれも十分な性能を有していることが確認されている。 

最高速度向上試験においては、山梨実験線における設計最高速度

550km/h を超える速度 581.7km までの走行を行い、営業速度 500km/h に対

する十分な性能を有していることが確認されている。 

すれ違い速度向上試験では、営業線におけるすれ違い速度 1,000km/h

を超える 1,026.3km/h までのすれ違い走行を行い、設備や車両運動等の

データに異常は見られないことが確認された。 

なお、最高速度試験及びすれ違い速度向上試験は、同じ条件で２回実

施され、最高速度及びすれ違い速度は２回の試験で一致しているほか、

すれ違い位置についても計画の場所で行われ、再現性の高さが確認され

た。 

連続走行試験においては、営業線で 1 日に平均的に走行すると想定さ

れる距離（2,500km 程度）を超える最大 2,876km を連続して走行し、十分

な信頼性、耐久性を有していることが確認された。 

ｲ．異常時対応（特殊）試験 

ＳＣＭクエンチ試験や車両への落雷試験等、営業線で想定される各種

の異常状態を想定した特殊試験を実施し、いずれもシステムの性能上、

問題がないことが確認された。また、救援連結走行試験、緊急着地輪浮

上着地試験等、異常事象発生後の対応性能についても確認が行われた。 
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(2) 耐久性の検証 

リニア特有の設備について、走行試験を補完するものとしてベンチテ

スト等を通じて検証されており、既に一部の設備では営業線相当の耐久

性が確認されたほか、その他の設備についても耐久性上の問題は発生し

なかった。 

３－２ コスト低減技術の開発 

平成 12 年 3 月に計画したコスト低減項目について、以下のように実施され

た。 

(1) ガイドウェイシステム 

ガイドウェイ及び地上コイルについて、山梨実験線建設当初に設置さ

れた設備の試験結果を踏まえ、コスト低減を図った新設備を開発し、走

行試験により性能が確認された。併せて、構造の簡素化等により、信頼

性・耐久性の向上も図られている。 

(2) 電力供給・運転制御システム 

電力供給システムについては、建設コスト・動力コストの低減のため、

設備の小型化、低損失化が可能な電力変換素子を用いた高効率の電力変

換器を開発し、走行試験により所定の性能を有することが確認された。

また、設備の簡素化により建設コストの低減が可能なき電システムにつ

いて、性能が検証された。 

 運転制御システムについては、設備の簡素化により建設・保守コスト

の低減が可能となる位置検知システムが開発されており、走行試験によ

り性能が確認された。 

(3) 車両システム 

製作工数低減や機器構成の簡素化等によりコスト低減を図った新型車

体、新型台車及び超電導磁石（以下，ＳＣＭという。）を開発し、走行

試験により性能が検証された。また、設備の簡素化、地上設備の簡素化

に必要なＳＣＭの性能向上の開発も行われ，走行試験にて性能が確認さ

れた。 
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３－３ 車両の空力的特性の改善 

車両の空力的特性の改善に関して、走行試験により以下の各種改良効果が

確認された。 

(1) 新型車両の開発 

先頭部長さを従来の９ｍから 23ｍに延長した新型車両により、車両の

先頭部長さの違いによる空力的特性の差異が検証されている。 

 また、車体下部を角型とし、台車部との断面積変化を小さくすること

で空気振動の低減効果が確認された。 

(2) トンネル緩衝工の改良等 

トンネル緩衝工形状を適切に設定することや多孔板を緩衝工に使用す

ることで、空気振動（圧力変動）の低減が確認されている。また、模擬

立坑及び対策工により、都市部で想定される地下トンネルの立坑部で発

生する圧力変動現象の把握及び低減効果が確認されている。 

３-４ 走行試験時の不具合等 

平成 12 年度以降の走行試験においては、設備使用開始初期に不具合が発生

しているものがあるが、安全性等、システムの成立性に関わる不具合ではな

く、各々について所要の改善対策等が講じられ、安定的な走行試験が実施さ

れた。 
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４．評価 

４－１ 平成 12 年度以降の取り組みについての評価 

4-1-1 信頼性・耐久性 

(1) 信頼性 

平成 12年度以降の５年間における、累積走行距離は 35万ｋｍを超え、

走行試験開始以降の累積走行距離は 42 万ｋｍに達している。これらの走

行試験や設備の保全を通じて、リニアシステムの信頼性低下の要因とな

り得る事象の分類・抽出が行われ、各システムに対してのフィードバッ

クが継続的に実施されている。その結果、年間走行距離の大幅な増大に

示されるように、走行試験の安定的な実施の点で着実に実績が積み重ね

られている。加えて、設計最高速度を超える 581km/h 走行や 1,026km/h

のすれ違い走行を通して、設計余裕の見極めも行われている。 

 また、最初の３年間の走行試験で得られた知見を反映した新型車両で

は、導入後 11日間という極めて短期間で 550km/h 走行が可能となるなど、

設計・製造技術について高い信頼性を有することが確認されている。こ

れらは、走行試験や保守を通じて得られた知見をフィードバックする品

質管理体制が確立されていることを示している。また、信頼性を作り込

む体制についても体系的な引き続き取組みが進められていることから、

今後も継続的に信頼性が向上することが可能であるといえる。 

 更に、実用化時において想定される各種異常時に対するリニアシステ

ムの特性や対応方法についての検証も行われている。 

 以上のことから、リニアシステムの信頼性に関して実用化の障害とな

る要因は見受けられなかった。 

(2) 耐久性 

耐久性能に関しては、走行試験とベンチテストにより検証がなされて

いる。8年間の走行試験では、累積走行距離が 42 万 km に達し、走行試験

で得られた耐久性に関わる知見がシステムの仕様に着実に生かされてい

る。この間発生した輸送障害の起因事象となり得る設備故障については、

いずれも要因解析と対策が行われ、得られた知見は設計仕様に反映され

ている。耐久性能に係わる設計条件の妥当性についても、リニア特有の

設備について、走行試験を補完するものとしてベンチテスト等を通じて

検証されており、既に一部の設備では営業線相当の耐久性が確認されて

いるほか、その他の設備についても耐久性上の問題は発生していない。 
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4-1-2 コスト低減技術の開発 

(1) 要素技術の開発 

コスト低減を目的として開発を進めてきた各要素技術について、定置

試験ならびに山梨実験線での走行試験結果に基づき、各開発目標に対す

る達成度を評価した。平成 12 年度以降に山梨実験線に投入した新型の車

両、地上設備については、走行試験を通じて特性が検証され、コスト低

減効果が確認された。その他の要素技術開発については、解析やベンチ

テストを進め、性能特性の把握が行われた。 

(2) 建設費の低減 

建設コスト低減を目的として開発を進めてきた各設備について、山梨

実験線での走行試験やベンチテストによりその性能を評価するとともに、

製作・施工過程におけるコスト分析を行うことによって、山梨実験線建

設当初に比べた建設コストの低減予測を立てることができている。 

(3) 運営費の低減 

運営コスト低減を目的として開発を進めてきた各設備について、山梨

実験線での走行試験やベンチテストによりその性能を評価するとともに、

山梨実験線建設当初に比べ、運転及び保守に関わる費用の低減が可能で

あると考えられる。 

4-1-3 車両の空力的特性の改善 

(1) 空力的特性（車両運動、走行抵抗） 

581km/h まで各速度域において車両運動は安定しているとともに、平成

14 年度に山梨実験線に投入された新型車両については、先頭形状の延長

と車体断面の角型化によって空気抵抗が減少しており、動力費の低減に

つながることが確認された。また、新方式空力ブレーキ装置の振動低減

効果が確認された。 

(2) 車内環境（騒音、乗心地） 

新先頭車、新中間車とも従来車両に比べて、車内騒音の低減・乗心地

の向上が図られ、車内環境が改善されていることが確認された。 
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(3) 沿線環境（騒音、空気振動、微気圧波） 

車両の先頭部長さを試験的に延長した新型車両による沿線環境への効

果として、微気圧波・空気振動の低減が確認された。また、車体下部断

面の角型化により、車体と台車間の断面積変化が少なくなり、低周波領

域での空気振動が低減していることが確認された。騒音については、先

頭台車位置を後方にずらすことによって、これまで顕著であった先頭台

車付近の騒音のピークが低減することが確認された。 

 地上設備についても、トンネル緩衝工形状と器材坑の改良によって、

空気振動が低減することが確認された。微気圧波については、設備改良

後も目安値以下のレベルに抑制されていることが確認されている。また、

都市部で想定される地下トンネルの立坑部における圧力変動の現象把握

及び低減効果が確認された。 
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４－２ 平成 12 年度以降の総合技術評価 

超電導磁気浮上式鉄道について、平成 12 年 3 月に提示した３つの課題を中

心に、これまでの走行試験結果などを基に行った技術評価は、次のとおりで

ある。 

(1) 信頼性・耐久性 

超電導磁気浮上式鉄道の信頼性については、平成 12 年度以降の５年間

で35万ｋｍに達し、設計条件を超えた条件での特性も確認された。また、

走行試験で得られた信頼性に関わる知見も着実に生かされてきている。 

耐久性能に係わる設計条件の妥当性についても、リニア特有の設備に

ついて、走行試験を補完するものとしてベンチテスト等を通じて検証さ

れており、既に一部の設備では営業線相当の耐久性が確認されているほ

か、その他の設備についても耐久性上の問題は発生していない。 

(2) コスト低減技術の開発  

超電導磁気浮上式鉄道のコスト低減に関わる技術開発については、建

設コストを押し上げている地上コイル，電力変換器を中心にコスト低減

が図られた新設備が山梨実験線に投入され、性能検証が行われ、コスト

低減効果が実証された。また、車両の製作費についても、コスト低減に

関する検討が進められ、営業線での製作費を想定することが可能となっ

ている。 

(3) 車両の空力的特性の改善 

超電導磁気浮上式鉄道車両の空力的特性については、特性確認のため

の新型試験車両による走行試験が行われ、車両運動、走行抵抗の低減効

果、車内環境の改善効果及び、地上側対策設備と合わせた沿線環境の改

善効果などが確認された。 
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５．まとめ 

平成 12 年度以降の超電導磁気浮上式鉄道の技術開発について、平成 12 年

３月に提示した３つの課題を中心にその状況を確認したところ、課題に対す

る各対象設備が山梨実験線にて性能確認試験が行われている。これらの性能

確認試験の結果やその他の技術開発結果は所定の成果をあげていると判断で

き、平成12年度以降における技術開発は良好に実施されたものと評価できる。 
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［凡例］ 

 

本文中、「超電導磁気浮上式鉄道」を「リニア」と略して記述している箇所が

ある。 

超電導磁気浮上式鉄道の技術開発については、財団法人鉄道総合技術研究所及

び東海旅客鉄道株式会社が連携して実施しているが、東海旅客鉄道株式会社の

独自開発による部分を  として示す。 
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１．はじめに 

(1) 技術開発の経緯 

国鉄により開発が開始された超電導磁気浮上式鉄道は、技術研究所及

び宮崎実験線において研究開発が進められ、昭和 62 年 4 月の国鉄分割・

民営化後は、超電導磁石（以下、ＳＣＭという。）を台車に集中配置し

た新しい実験車両 MLU002 を用い、走行実験が進められるとともに、高速

分岐装置及び変電所渡り制御等の技術開発が進められてきた。 

昭和 63 年度から平成元年度にかけて、運輸省（当時）は、｢超電導磁

気浮上式鉄道検討委員会｣を設置し、技術開発の進め方についての検討を

行い、新実験線建設適地を山梨県と定めるとともに、新実験線建設にあ

たっての暫定技術基準を策定した。 

平成 2年 6月には、｢超電導磁気浮上方式鉄道に係る技術開発の円滑な

推進について｣(運輸大臣通達)にもとづき策定した｢超電導磁気浮上方式

鉄道技術開発基本計画｣及び｢超電導磁気浮上方式鉄道山梨実験線建設計

画｣が、運輸大臣（当時）の承認を受け、実用化のめどを立てるための技

術開発がスタートするとともに、平成 2年 11 月より山梨実験線の建設が

開始された。 

一方、宮崎実験線においては、実験車両 MLU002N による走行実験が進

められ、平成 7 年 1 月には有人走行 411km/h が達成されるなどの成果を

あげたほか、人工故障試験等の異常時を想定した試験が実施されている。 

山梨実験線では、平成 9年 4月に第一編成車両(MLX01)による本格的な

走行試験が開始された。平成 12 年 3 月までの 3年間に及ぶ山梨実験線の

走行試験では、最高速度確認試験、最高速度 552km/h までの 5 両編成走

行試験、相対速度 1,003km/h までの高速すれ違い走行試験、高速連続走

行試験などが行われた。 

平成 12 年 3 月の「超電導磁気浮上式鉄道実用技術評価委員会」におい

て、3年間に及ぶ山梨実験線の走行試験並びに技術開発成果に基づき、超

電導磁気浮上式鉄道技術について、鉄道輸送システムとして備えるべき

性能、及び本技術に特徴的な装置特性をそれぞれ評価した。その結果、

「長期耐久性、経済性の一部に引き続き検討する課題はあるものの、超

高速大量輸送システムとして実用化に向けた技術上のめどは立ったもの

と考えられる」との評価結果となった。 

平成 12 年度以降は、5 年間、実用化を目指した走行試験を先行区間に

より継続して行うこととし、下記に示す課題を解決するために、走行試

験等による検証が行われている。 
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○信頼性・耐久性の検証 

○コスト低減技術の検証 

○車両の空力的特性改善の検証 

平成 15 年 4 月 28 日の本委員会において、平成 12 年度以降の５年間の

技術開発の中間とりまとめを行った。ここでは、 

・信頼性・耐久性に関する走行試験 

・新方式地上コイル、新型ガイドウェイ等をはじめとしたコスト低減

技術の開発 

・新型車両や緩衝工の改良等による車両の空力的特性の改善 

・その他の技術開発 

の成果及び進捗状況についての評価を行い、上記４項目の技術開発及び

走行試験による検証に対して、「現在までの走行試験状況において問題

は見られず、平成 16 年度末に向けて、所期の技術開発目標の達成、超電

導磁気浮上式鉄道の実用化のための基本的な技術の確立が着実に進捗し

ていると評価できる。今後、そのほかに、メンテナンスを含めた更なる

コスト低減などのための技術開発を進めるとともに、この技術の営業線

適用に向けた性能評価のガイドライン策定に資する試験研究や線区の輸

送特性等を勘案した設備仕様の策定に向けた試験研究を行う必要がある

と考えられる。なお、一般区間は、実用レベルの仕様による走行試験の

ために建設する。」との評価を行っている。 

(2) 技術開発の目標 

運輸大臣が承認した｢超電導磁気浮上方式鉄道技術開発基本計画｣の技

術開発の目標は、次のとおりである。 

①高速性の目標 

営業最高速度 500km/h を目指すため、実験線において､より高速(550 

km/h 以上)の安定走行を確認する。 

②輸送能力・定時性の目標 

ピーク時間当たり 10,000 人程度(片道)の輸送が可能で、定時性の高

いシステムを確立する。 

③経済性の目標 

建設コスト､運営コスト､生産コストの低減化を図るとともに、採算

性を踏まえたシステムの経済性を確立する。 
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(3) 試験計画 

ｱ．第一期走行試験 

平成 9年度から平成 11 年度までの試験計画は、以下のとおりとなって

いた。 

①基本走行試験 

基本走行試験として、車輪走行時の走行性能を検証するための車輪

走行試験、浮上走行と車輪走行の移行時の走行安定性を検証するため

の浮上走行試験、500km/h までの各走行速度での走行性能を検証するた

めの速度向上試験、さらに高速走行安定性を検証するための 550km/h

程度までの最高速度確認試験を実施する。 

②総合機能試験 

総合機能試験として、２列車がすれ違うときの走行特性を検証する

ための高速すれ違い走行試験、隣接する電力変換所間を渡り走行する

ときの走行制御の連続性を検証するための変換所渡り試験、複数の列

車を同時走行させる制御性能を検証するための複数列車制御試験を実

施する。 

また、弾性支持台車等の実用化に向けた諸機能を検証する試験、異

常時の対応性能を検証するための試験も含むものとする。 

③信頼性確認試験 

信頼性確認試験として、信頼性と耐久性を検証するため、500km/h の

高速走行を含む走行試験を繰り返して実施する。 

④その他の確認試験 

環境への影響や乗客生理を始めとした車内環境に関する性能試験、

経済性の確認試験等は、前述の走行試験の中で実施する。 
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H９年度

基本走行試験

［第一編成］車輪走行、浮上走行、速度向上、最高速度確認試験

総合機能試験

信頼性確認試験

その他試験

H10年度 H11年度

［第二編成］車輪走行、浮上走行、速度向上試験

高速すれ違い、変換所渡り、複数列車制御、諸機能、異常時対応試験

高速連続走行試験

輸送力確認試験

乗客生理、駅設備、環境影響・対策、経済性、保守基準確認試験

 

ｲ．第二期走行試験 

平成 12 年度から平成 16 年度までの走行試験計画は、以下のとおりと

なっている。 

①信頼性・耐久性の検証 

信頼性確認試験を引き続き実施し、長期耐久性の検証をより深める。 

②コスト低減技術の検証 

コスト低減に関わる技術について、走行試験等を通じて検証する。 

③車両の空力的特性改善の検証 

車両の空力的特性の改善に関わる技術開発について、走行試験等を

通じて検証する。 



 

 Ⅱ-5

H12 H13 H14 H15 H16

信頼性・耐久性の
検証

高速連続走行試験

新方式地上コイル開発
(含、超電導磁石性能向上)

特性確認試験・開発

高効率電力変換器開発 特性確認試験・開発

新方式き電システム開発 特性確認試験・開発

ガイドウェイ構造の改善 特性確認試験・開発

先頭車・中間車改良 特性確認試験・開発

関連データ取得試験

コストの低減

車両の空力的特性の
改善

年度
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(4) 山梨実験線の設備概要 

(先行区間） 

総延長 

１８．４ｋｍ 

トンネル：１６．０ｋｍ 

明かり ： ２．４ｋｍ 

（一般区間を含めた実験線の総延長４２．８ｋｍ） 

単線／複線 複線 

最急勾配 ４０‰ 

線 
 
 

形 

最小曲線半径 ８，０００ｍ 

編成数 ２編成 車
両

数
編成両数 最大５両編成 

設計最高速度 ５５０ｋｍ／ｈ 

車両構成 超電導磁石集中配置・連接台車方式 

車体長さ 
先頭車：２８．０ｍ 

/標準中間車：２１．６ｍ/長尺中間車：２４．３ｍ 

車体最大幅 ２．９０ｍ 

車両高さ ３．２８ｍ 

車
体
諸
元 

先頭形状 
ダブルカスプ形／エアロウェッジ形／ 

試験用先頭形状※ 

設備数 ２組 

変換方式 
ＧＴＯインバータ（３８／２０ＭＶＡ） 

／一部、新型電力変換素子を用いたインバータ※ 

き電方式 ３重き電 

変
換
器
・
き
電 

き電電圧 ２２ｋＶ／１１ｋＶ 

駆動方式 リニアシンクロナスモーター 

浮上方式 側壁浮上方式 

ガイドウェイ方式 パネル方式／ビーム方式／直付方式／自立方式※ 

分岐装置 
トラバーサ分岐装置（油圧駆動／電動駆動） 

／側壁移動分岐装置 

試験乗降場 ホールホーム式乗降場／伸縮式乗降装置※ 

※：平成 12 年度以降に新たに導入された設備 
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試験乗降場

実験センター

２２ｋＶ（北線）

１１ｋＶ（南線）

変電所

甲府方

東京方

車両基地

保守基地

先行区間　１８．４ｋｍ

２層３重き電両側推進（北線）

２層３重き電両側推進（南線） ２層２重片側推進（南線）

笹子トンネル

初狩トンネル

高川トンネル 九鬼トンネル 朝日トンネル

自立式ガイドウェイ，
新方式コイル

緩衝工緩衝工

 
 

 

 

ダブルカスプ型                           エアロウェッジ型 

     ＭＬＸ０１－１      ＭＬＸ０１－１１      ＭＬＸ０１－２ 

（甲府方先頭車）      （標準中間車）            （東京方先頭車） 

第一編成車両図 
 

 

エアロウェッジ型                           ダブルカスプ型 

 
ＭＬＸ０１－３       ＭＬＸ０１－２１    ＭＬＸ０１－１２  ＭＬＸ０１－４ 

（甲府方先頭車）   （長尺中間車）      （標準中間車）      （東京方先頭車） 

第二編成車両図 
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ＭＬＸ０１－９０１        ＭＬＸ０１－２２ 

（甲府方先頭車）         （長尺中間車） 

新型車両図 
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２．評価方法 

(1) 評価の進め方 

超電導磁気浮上式鉄道の技術評価は、鉄道輸送システムとして幅広い観

点から行う必要がある。このため、次の２つの見地からの評価結果をと

りまとめ、さらに将来の技術的進展の見通し等に関する検討も加え、実

用化に向けた総合的な技術評価を実施する。 

(2) 評価の観点 

ｱ．輸送システム性能評価 

輸送システムとして具備すべき性能のうち、実用性を判断する上で重

要であると考えられる性能要素を、１列車運転性能、複数列車運転性能、

安全性能等に分類して行う評価。 

①１列車運転性能 

１列車運転性能は、個々の列車を運転することにおいて、輸送シス

テムに要求される性能である。特に、超電導磁気浮上式鉄道の特性で

ある車輪走行性能、浮上走行性能、及び地上一次方式での走行制御性

能に主眼を置き、各種の線形条件を所定の最高速度まで安定して走行

できることを評価する。また、乗り心地や車内環境についても評価す

る。 

②複数列車運転性能 

複数列車運転性能は、複数の列車を運転する場合に、１列車運転性

能に付加されるべきシステムの性能である。実用性を検証する上で必

要となる機能として、列車群の制御性能とすれ違い，追い越し性能に

ついて評価する。 

③安全性能 

安全性能は、輸送システムとして成立するための基本となる性能で

ある。異常時の検知、列車位置の検知、保安情報の伝送等を含め、保

安制御システムの機能やブレーキシステムの性能を検証し、保安上か

ら決められた速度内の走行が保証されることを評価する。 

④信頼性・耐久性能 

実用化の総合技術評価

輸送システム性能評価 

サブシステム毎の性能評価 
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信頼性・耐久性能は、輸送システムとして継続的な安定した輸送を

確保できる性能である。山梨実験線設備の故障発生状況の分析を行う

と共に、各種耐久性の実証試験やベンチテスト結果を評価する。 

⑤保全性能 

保全性能は、輸送システムとして、その各機能を維持管理して行く

ために必要な性能である。特に、超電導磁気浮上式鉄道に特有のＳＣ

Ｍ、地上コイル等を中心に評価する。 

⑥輸送力性能 

輸送力性能は、旅客を輸送する能力であり、輸送システムに要求さ

れる重要な性能である。所要の走行性能や列車運転間隔の設定が可能

であるかを評価する。 

⑦沿線環境性 

沿線環境性については、超電導磁気浮上式鉄道が走行した時の各種

環境影響を評価する。 

⑧経済性 

経済性では、エネルギー消費低減策、並びに構造物、地上電気設備

等の建設コストの低減策が図られているか又はそれが可能な構造であ

るかについて分析、評価する。 

ｲ．サブシステム毎の性能評価 

サブシステム毎の性能評価では、超電導磁気浮上式鉄道システムをガ

イドウェイ、車両システム、電力供給システムなどの構成要素に分類し、

それぞれの構成要素について評価する。また、ＳＣＭに代表される超電

導磁気浮上式鉄道に特有な機器レベルの個別性能或いはそれらを組み合

わせた性能についても評価する。 

ｳ．実用化の総合技術評価 

総合技術評価では、輸送システム性能評価及びサブシステム毎の性能

評価で実施した各評価結果をとりまとめ、将来の技術進展見通し等の検

討を加えた上で、最終的に実用性を評価する。 
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３．走行試験の実施状況 

３－１ 走行試験の実施状況 

3-1-1 第一期走行試験 

(1) 基本走行試験 

ｱ．車輪走行試験 

100～200km/h の速度域で順次速度を向上しつつ実施され､車両運動の

安定性､制動性能(基本ﾌﾞﾚｰｷ､ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾌﾞﾚｰｷの制動力)､走行速度制御性

能､電力変換器制御性能､沿線環境性等が確認された。 

ｲ．浮上走行試験 

200km/h の浮上開始速度で浮上走行試験を開始した後、浮上開始速度を

順次に低下させつつ実施され、台車の均衡変位(台車～地上間の変位)が

確認された。なお、浮上開始速度は、直線区間は 135km/h、曲線区間は

150km/h(北線)及び 160km/h(南線)に設定された。 

ｳ．速度向上試験・最高速度確認試験 

走行速度を順次に向上しつつ実施され、各速度段階毎に車両運動の安

定性、走行抵抗、制動性能(基本ﾌﾞﾚｰｷ､ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾌﾞﾚｰｷの制動力)、走行速

度制御性能、電力変換器制御性能、沿線環境性等が確認された。なお、

平成 9 年 11 月 28 日に 500km/h に到達し、同 12 月 12 日には 531km/h(有

人)、同 12 月 24 日には最高速度 550km/h に到達した。 

(2) 総合機能試験 

ｱ．等速走行試験 

車輪走行では 100･150km/h での等速走行、浮上走行では 150･200･300･

400･500km/h での等速走行が実施され、車両運動の安定性、走行速度制御

性能、電力変換器制御性能等が確認された。 

また、中間車両を積車状態とした等速走行試験を実施し、空車状態と

の特性比較が行われた。 

ｲ．変換所渡り試験 



 

 Ⅱ-12

北線を 2組の変換器で制御区間を分担してき電するモードに設定して、

二つの制御区間相互間のき電境界を渡る走行試験が100～500km/hで実施

され、走行速度制御性能、電力変換器制御性能等が確認された。 

ｳ．すれ違い走行試験 

明かり区間並びにトンネル区間で実施され、車両運動の安定性、走行

速度制御性能、沿線環境性等が確認された。 

すれ違い走行試験は、2 組の 3 両編成車両を使用して実施され､すれ違

いの最高相対速度は、明かり区間では相対 1003km/h(北線 546km/h、南線 

457km/h)､トンネル区間で相対 900km/h(北線 500km/h、南線 400km/h)であ

る。 

ｴ．５両編成走行試験 

空車並びに積車状態にて実施され、車両運動、沿線環境影響等が確認

された。この走行試験で最高速度 552km/h が記録(平成 11 年 4 月 14 日)

された。 

ｵ．誘導集電性能確認試験 

350km/h～500km/h の各速度域を主体に実施され、電力出力、誘起電圧

及び集電電流の走行速度特性等が確認された。 

ｶ．弾性支持台車・振動制御特性試験 

500km/h までの速度域を中心に空車状態及び積車状態で実施され、台車

運動の安定性及び振動緩衝特性が確認された。 

(3) 信頼性確認試験 

500km/h 走行を含む高速連続走行試験は、平成 11 年度より実施してお

り、平成９年度の走行試験開始以降、第１期の２編成車両の走行距離は、

Ａ編成53,500km並びにＢ編成21,927kmであり、合計で75,427kmである。 

(4) その他試験 

ｱ．環境影響・対策確認試験 

緩衝工延長による沿線環境(空気振動)に対する特性、並びに緩衝工の

開口部調整による特性の確認試験が、500km/h までの各速度域で実施され、

空気振動に対するそれぞれの特性が確認された。また走行音の防音壁に

よる特性も確認された。 
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ｲ．経済性確認試験 

①三相３線式特性確認試験(建設コスト関連) 

三相４線式の中性線の断路器を開放することにより三相３線式を構

成し、552km/h までの各速度域で実施し、出力電流等の走行制御特性が

確認された。さらに、中性点バイアス制御(３次重畳制御)の制御特性

の確認も行われた。 

②改良型地上コイル特性確認試験(運営(運転)コスト関連) 

改良型浮上コイル並びに改良型推進コイルについて、特性確認試験

を実施し、渦電流損(走行抵抗)の特性が確認された。 

ｳ．試乗走行試験 

試乗走行試験は、延べ 64 日間にわたり実施し、累積試乗人員は 7,780

名であった。 

3-1-2 第二期走行試験 

(1) 信頼性・耐久性の検証 

ｱ.信頼性の検証 

高速連続走行試験による信頼性・耐久性の検証を進め、第二期走行試

験期の走行距離はＡ編成 192,003km 並びにＢ編成 161,354km（内、新Ｂ編

成 115,418km）であり、合計で 353,357km である。また、平成 9年の走行

開始以降８年間の走行距離はＡ編成 245,503km 並びにＢ編成 183,281km

（内、新Ｂ編成 115,418km）であり、合計で 428,785km である。(いずれ

も平成 17 年 3 月 1 日現在)。 

また、平成 12 年 3 月までに実施された異常時試験などに加えて、以下

の信頼性・耐久性に関わる高性能確認試験、異常時対応（特殊）試験、

耐久性試験などが実施された。 

①高性能確認試験 

山梨実験線の設計最高速度または営業線を超える条件での、以下の

走行試験が行われ、いずれも十分な性能を有していることが確認され

ている。 

最高速度向上試験においては、山梨実験線における設計最高速度

550km/h を超える速度 581.7km/h までの走行を行い、営業速度 500km/h

に対する十分な性能を有していることが確認された。 

すれ違い速度向上試験では、営業線におけるすれ違い速度 1,000km/h

を超える 1,026.3km/h までのすれ違い走行を行い、設備や車両運動等
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のデータに異常は見られないことが確認された。 

なお、最高速度試験及びすれ違い速度向上試験は、同じ条件で２回

実施され、最高速度及びすれ違い速度は２回の試験で一致しているほ

か、すれ違い位置についても計画の場所で行われ、再現性の高さが確

認された。 

連続走行試験においては、営業線で 1 日に平均的に走行すると想定

される距離（2,500km 程度）を超える最大 2,876km を連続して走行し、

十分な信頼性、耐久性を有していることが確認された。 

②異常時対応（特殊）試験 

ＳＣＭクエンチ試験や車両への落雷試験等、営業線で想定される各

種の異常状態を想定した特殊試験を実施し、いずれもシステムの性能

上、問題がないことが確認された。また、救援連結走行試験、緊急着

地輪浮上着地試験等、異常事象発生後の対応性能についても確認が行

われた。 

ｲ.耐久性の検証 

リニア特有の設備について、走行試験を補完するものとしてベンチテ

スト等を通じて検証されており、既に一部の設備では営業線相当の耐久

性が確認されたほか、その他の設備についても耐久性上の問題は発生し

なかった。 

(2) コスト低減技術の開発 

平成 12 年 3 月に計画したコスト低減項目について、以下のように実施

された。 

ｱ.ガイドウェイシステム 

ガイドウェイ及び地上コイルについて、山梨実験線建設当初に設置さ

れた設備の試験結果を踏まえ、コスト低減を図った新設備が開発され、

走行試験により性能が確認された。併せて、構造の簡素化等により、信

頼性・耐久性の向上も図られている。 

ｲ.電力供給・運転制御システム 

電力供給システムについては、建設コスト・動力コストの低減のため、

設備の小型化、低損失化が可能な電力変換素子を用いた高効率の電力変

換器が開発され、走行試験により所定の性能を有することが確認された。

また、設備の簡素化により建設コストの低減が可能なき電システムにつ

いて、性能が検証された。 

運転制御システムについては、設備の簡素化により建設・保守コスト

の低減が可能となる位置検知システムが開発されており、走行試験によ
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り性能が確認された。 

ｳ.車両システム 

製作工数低減や機器構成の簡素化等によりコスト低減を図った新型車

体、新型台車及び新型ＳＣＭを開発し、走行試験により性能が検証され

た。また、設備の簡素化、地上設備の簡素化に必要なＳＣＭの性能向上

の開発も行われ，走行試験にて性能が確認された。 

(3) 車両の空力的特性の改善 

車両の空力的特性の改善に関して、走行試験により以下の各種改良効

果が確認された。 

ｱ.新型車両の開発 

先頭部長さを従来の９ｍから 23ｍに延長した新型車両により、車両の

先頭部長さの違いによる空力的特性の差異が検証された。 

また、車体下部を角型とし、台車部との断面積変化を小さくすること

で、空気振動の低減効果が確認された。 

ｲ.トンネル緩衝工の改良等 

トンネル緩衝工形状を適切に設定することや多孔板を緩衝工に使用す

ることで、空気振動（圧力変動）の低減が確認された。また、都市部で

想定される地下トンネルの立坑部における現象把握及び低減効果が確認

された。 

(4) その他試験 

ｱ．試乗走行試験 

試乗走行試験は、第二期走行期間中に延べ257日間にわたり実施され、

期間中の試乗者数は 77,996 人であった。平成 9年の走行試験開始以降で

は、延べ 321 日、累積試乗人員は 85,776 人に達しており、この間試乗走

行便の運休はなかった。(平成 17 年 3 月 1 日現在) 

３-２ 走行試験時の不具合等 

これまでの走行試験において、設備の使用開始初期に、車輪ディスクブレ

ーキの不具合、沿線の空気振動影響、電力変換器内の冷却水漏れ、空力ブレ

ーキの作動不良、ＳＣＭの真空度低下事象が発生しているが、各々について

所要の改善対策等が講じられた｡ 
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４．性能評価 

４－１ 評価項目毎の性能評価 

4-1-1 輸送システム性能評価 

(1) １列車運転性能 

３両編成から５両編成の車両を使用して、実用化時の営業最高速度

500km/h までの各速度域での等速走行試験、設計最高速度を超えるより高

速の 581km/h までの最高速度確認試験、定員乗車時の荷重を負荷した積

車走行試験などが実施された結果、超高速大量輸送システムとして成立

していくに必要な 500km/h 走行安定性、高レベルな加減速性能・走行制

御精度、並びに定時運転性を有していることが判明している。 

(2) 複数列車運転性能 

相対速度 1,026km/h までのすれ違い走行試験並びに 500km/h での追い

越し走行試験が実施された結果、すれ違い・追い越し走行時の車両運動

状態、走行制御性能、車内環境性には顕著な変動はみられず、安定した

状態にあることが実証されており、超高速大量輸送システムとして成立

していくに必要な複数列車の運行制御性能及び走行安定性を有している

ことが判明している。 

(3) 安全性能 

運転保安に係わるシステム構成については、超電導磁気浮上式、地上

一次方式による走行制御、500km/h の高速走行等のシステム特性を踏まえ

た考え方が確立している。 

 リニアではＵ型のガイドウェイ内を走行するシステムであることから、

基本的には風や地震に対して在来鉄道よりも安全であると考えられる。 

 運転保安上重要な機器等の故障を検出し、緊急列車停止制御等を行う

故障・異常対応性能については、走行試験等により設計どおりに動作す

ることが確認されている。 

 これらにより、超高速大量輸送システムとして成立していくに必要な

安全性を有していることが判明している。 

(4) 信頼性・耐久性能 
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信頼性の検証については、8 年間の走行試験を通じて累積走行距離が

42 万 km に達し、走行試験で得られた信頼性に関わる知見がシステムの仕

様に着実に生かされてきている。この間発生した輸送障害の起因事象と

なり得る設備故障についても、いずれも要因解析と対策が行われ、得ら

れた知見は設計仕様に反映されてきている。更に、信頼性を作りこむ体

制についても体系的な取り組みが進められており、今後も継続的に信頼

性を向上させることが可能であるといえる。 

 また、高性能確認試験及び各種異常時を想定した試験においても、輸

送システムの信頼性について信頼性阻害要因の発生はなかったことが確

認されている。 

 また、耐久性能に係わる設計条件の妥当性についても、リニア特有の

設備について、走行試験を補完するものとしてベンチテスト等を通じて

検証されており、既に一部の設備では営業線相当の耐久性が確認されて

いるほか、その他の設備についても耐久性上の問題は発生していない。 

 更に、実用化時に想定される各種異常時に対するリニアシステムの特

性や対応方法についての検証も行われている。 

 今後も、更なる長期耐久性の検証のため試乗を含む走行試験を継続し

て行うこととしているが、信頼性・耐久性能を確立していく上で、大き

な障害はないと考えられる。 

(5) 保全性能 

ＳＣＭや地上コイル等、リニア特有の設備を含め、営業線を想定した

設備の検査方法及び検査周期について、新幹線と比較した結果、リニア

における各設備の検査は簡素化、効率化を図ることにより、検査周期は

概ね同等かそれ以上とすることが可能と考えられ、合理的な設備運用が

可能であることが検証されている。また、営業線を想定した地上設備の

更換・修繕作業についても、新幹線との比較の結果、リニアにおける更

換・修繕周期は、浮上走行時に車両との接触・摺動部分がないため、概

ね同等かそれ以上と考えられ、またこの作業が運用に影響を及ぼさない

ことを検証されている。 

(6) 輸送力性能 

走行試験実績にもとづき、長大編成化の推定が行われ、16 両編成程度

の列車定員並びに走行性能の試算とともに、１時間当たりの列車設定可

能本数の試算が一定の想定条件のもとで行われている。これらの結果、

超高速大量輸送システムとして成立していくに必要な輸送能力(技術開

発目標の｢ピーク時間当たり片道１万人｣)を十分に有していることが判

明している。 
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(7) 沿線環境性 

沿線の騒音、振動及び電磁環境については、山梨実験線の環境保全目

標を達成しており、超高速大量輸送システムとして成立するために必要

な性能を有していることが判明している。 

 なお、トンネル内を高速走行時及びトンネル坑口への高速進入・進出

時に発生する空気振動による沿線民家の建具等の振動影響については、

振動低減対策が検討、実施され、走行試験によりその効果を確認してい

る。 

(8) 経済性 

山梨実験線建設当初の各種設備の性能検証結果を踏まえ、コストの低

減策として、推進コイル構成の単層化及び渦電流損低減を図った新方式

地上コイル、高効率の電力変換素子を用いた電力変換器、き電システム

の三相３線化、より作業性に優れた新型ガイドウェイ、空力特性を向上

した新型車両等の技術開発が行われている。これらは、走行試験を通じ

て特性が検証され、コスト低減効果が確認されている。また、車両の製

作費についても、コスト低減に関する検討が進められ、営業線での製作

費を想定することが可能となっている。 

 運営費についても、技術開発の結果、低渦電流損タイプの地上コイル

による走行抵抗の低減や高効率の電力変換器による損失の低減により、

動力費の低減が可能であるほか、新たな位置検知システム等による沿線

設備の簡素化により、保守業務の大幅な省力化が可能となっている。 

4-1-2 サブシステム毎の性能評価 

超電導磁気浮上式鉄道システムを構成する構造物、ガイドウェイ、車両シ

ステム、電力供給システム、運転制御システム、車両基地・保守施設等の各

サブシステムについて、主要な設備が有する諸特性や強度設計の妥当性が判

明している。 

主には、ＳＣＭは設計最高速度を超える 581km/h までの走行に十分な安定

性を有していること、ＳＣＭ冷却用のヘリウム・窒素をリサイクルする車載

冷凍機が安定した連続運転性能を有していること、電力供給システムが高い

レベルの加減速性能を有していること、運転制御システムが走行速度等の高

精度な走行制御性能を有していることが判明している。また、車両の空力的

特性の改善については、新型試験車両による走行試験が行われ、車両振動・

走行抵抗の低減効果、車内環境の改善効果及び、地上側対策設備と合わせた

沿線環境の改善効果などを確認している。 

走行試験の実施に影響を生じた不具合事象については、その原因解明や改

善対策が行われた。また、複数の方式を採用した設備についての特性検証も

進められ、望ましい性能が得られなかった方式も一部存在するが、設備設計
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の最適化に反映された。 
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４－２ 波及効果 

超電導磁気浮上式鉄道の技術開発において確立してきた技術については、

例えば、以下の具体的な波及効果が考えられるが、それ以外にも多岐にわた

る適用が可能であると考えられる。 

①空力特性の解析技術 

・リニア車両の開発で用いられたＣＦＤ(Computational Fluid Dynamics)

解析技術は他の高速鉄道車両の設計に活かされ、高性能化に寄与して

いる。 

・その他、鉄道分野に限らず、一般の流体解析にも適用されている。 

②大容量電力変換器 

・リニア用に使用された大容量の電力変換器は、鉄道用として無効電力

補償装置や周波数変換装置に使用されている。 

・その他、鉄道以外にも電力用や一般産業用として、幅広く使用されて

いる。 
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４－３ 実用化の総合技術評価 

平成 16 年度まで走行試験及び技術開発を進めてきた結果、技術開発は大き

く前進し、超電導磁気浮上式鉄道について実用化の基盤技術が確立したと判

断できる。 

(1) 技術評価 

ｱ．高速性 

超電導磁気浮上式鉄道技術の高速性に関わる特性・優位性が下記のと

おりに明らかにされてきたところであり、超高速大量輸送システムとし

ての能力を備えた技術であると言える。 

○速達性(山梨実験線での走行試験により実証) 

・ 500km/h での安定した超高速走行を実現 

・ 高レベルの加減速性を実現 

○安全性(山梨実験線での走行試験により実証) 

・ 高精度な列車位置検知や高い保安度の運転保安制御を実現 

・ 高速からの列車停止を担保するブレーキシステムを実現 

・ Ｕ字型ガイドウェイ方式による高い走行安全性を実現 

ｲ．輸送能力・定時性 

超電導磁気浮上式鉄道技術の輸送能力及び定時性に関わる特性が下記

のとおりに明らかにされてきたところであり、超高速大量輸送システム

としての能力を備えた技術であると言える。 

○大量輸送能力(山梨実験線での走行試験及びｼﾐｭﾚｰｼｮﾝにより実証) 

・ 現行新幹線並みの長大編成の多頻度運行を実現可能 

・ 複線走行における高速すれ違い時の安定走行を実現 

○定時性(山梨実験線での走行試験により実証) 

・ 遅延回復運転を含めた自動的な定時運転制御を実現 

ｳ．経済性 

山梨実験線建設当初の各種設備の性能検証結果を踏まえ、コスト低減

策として、地上コイル、電力変換器等の技術開発が行われ、走行試験を

通じて特性が検証され、コスト低減効果が確認されている。また、車両

の製作費についても、コスト低減に関する検討が進められ、営業線での

製作費を想定することが可能となっている。 

○建設コスト 

・推進コイルの簡素化が可能な構成の単層化及び地上コイル個数の削

減が可能な一体型地上コイル、ケーブル型推進コイル等の諸性能が

検証されている。 
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・設備構成の簡素化が可能な、高効率の電力変換器やき電システムの

三相３線化、新たな位置検知システム等の諸性能が検証されている。 

○運営コスト 

・渦電流損低減タイプの改良型地上コイル等の諸性能が検証されてい

る。 

・電力変換時の損失を低減可能な高効率変換器の諸性能が検証されて

いる。 

・超高速走行に伴って動力エネルギが増加するが、車両下部形状の角

型化等の種々の走行抵抗低減策により走行速度に対応したエネルギ

増以下に抑制可能であることを確認している。 

・より作業性に優れ、渦電流損低減可能な新型ガイドウェイの諸特性

が検証されている。 

・自動運転が可能であることによる運転業務の大幅な省力化、並びに

摺動部がないことによる保守業務の大幅な省力化・効率化が検証さ

れている。 

(2) 今後に向けた課題 

今後は、更なる長期耐久性の検証のため試乗を含む走行試験を継続し

て行うほか、高温超電導磁石等メンテナンスを含めた更なるコスト低減

のための技術開発を進めるとともに、営業線適用に向けた設備仕様の検

討を引き続き行うことが必要であると考えられる。 
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５．今後の技術開発の進め方 

以下の考えに基づき走行試験を含む技術開発を進めることが妥当であると

考えられる。 

① 平成１７年度以降、概ね５年間、実用化を目指すべく、試乗を含む

走行試験を先行区間により継続して行う。試験期間については、可能

な限り短縮に努める。 

② 一般区間は、実用レベルの仕様による走行試験のために建設する。 
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〔おわりに〕 

平成９年４月以降、８年間に及ぶ山梨実験線の走行試験は計画どおり順調

に進展してきた。この間、大きなトラブルもなく走行試験が進められ、最高

速度 581km/h までの走行試験、相対速度 1026km/h までの高速すれ違い走行試

験、高速連続走行試験など、性能評価に必要な走行試験が進められてきてい

るほか、試乗者も８万人を超える実績となっている。また、性能向上、コス

ト低減に向けた技術開発も着実に進展してきている。 

今回、超電導磁気浮上式鉄道技術について、第二期走行試験期開始時に示

した課題の達成度と、鉄道輸送システムとして備えるべき性能及び本技術に

特徴的な装置特性をそれぞれ評価したところである。その結果、「超電導磁

気浮上式鉄道について実用化の基盤技術が確立した」との評価結果となった。 

山梨実験線での走行試験が地元の方々の理解及び協力のもとに進められた

ことを記すとともに、長年にわたって超電導磁気浮上式鉄道技術の開発に携

わってこられている関係機関及び関係諸氏の努力に敬意を表する次第である。 

日本が独自に開発を進めている本システム技術のさらなる発展・成熟を期

待するものである。 



 

 Ⅱ-25

超電導磁気浮上式鉄道開発の経緯（その１） 

S.37年 リニアモーター推進浮上式鉄道の研究開始 

 45年 超電導磁石による誘導反発方式の本格的検討開始 

 47年 超電導磁気浮上ＬＩＭ＊推進実験車浮上走行成功（ＭＬ-100） 

  50年 超電導磁気浮上ＬＳＭ＊推進実験車完全非接触走行成功（ＭＬ-100Ａ） 

 52年７月 宮崎実験線逆Ｔ形ガイドウェイ走行実験開始（ＭＬ-500） 

  54年５月 ヘリウム冷凍機搭載走行実験（ＭＬ-500Ｒ） 

12月 最高速度 517㎞/hを記録（ＭＬ-500） 

 55年11月 宮崎実験線Ｕ形ガイドウェイ走行実験開始（ＭＬＵ 001） 

 61年12月 ＭＬＵ 001（３両編成）による無人走行 352.2㎞/hを達成 

62年１月 ＭＬＵ 001（２両編成）による無人走行 405.3㎞/hを記録 

   ２月 ＭＬＵ 001（２両編成）による有人走行 400.8㎞/hを記録 

４月 国鉄の分割民営化に伴い、鉄道総研が研究開発を承継 

   ５月 ＭＬＵ 002走行実験開始 

   12月 ＭＬＵ 002による有人走行 306㎞/hを記録 

 63年４月 運輸省委託調査開始（実用化に向けた今後の技術開発のための条件調査） 

 調査期間２箇年 

   10月 超電導磁気浮上式鉄道検討委員会（委員長：松本嘉司東京大学教授）発足 

   12月 ＭＬＵ 002による無人走行 380㎞/hを達成 

H.元年２月 ＭＬＵ 001（３両編成）による無人走行 362㎞/hを記録 

   ８月 第４回検討委員会にて新実験線の建設適地として山梨県を選定 

    11月 ＭＬＵ002による無人走行 394㎞/hを記録 

 ２年６月 山梨新実験線の建設費等が盛り込まれた平成２年度予算成立 

 
新実験線のルートを運輸省と鉄道総研、ＪＲ東海及び日本鉄道建設公団の３者

が公表 

 運輸省、３者に対し技術開発の基本計画及び山梨実験線の建設計画を承認 

   11月 山梨リニア実験線着手式開催 

 ３年10月 宮崎実験線で車両火災が発生し、実験車両ＭＬＵ 002が全焼 

 ５年１月 宮崎実験線で、防火対策を施したＭＬＵ 002Ｎ走行実験開始 

 ６年２月 ＭＬＵ002Ｎによる無人走行 431km/hを記録 

  ７年１月 ＭＬＵ002Ｎによる有人走行 411km/hを記録 

  ７年７月 実験用第一編成車両（ＭＬＸ01）が山梨実験線車両基地へ搬入 

  ８年７月 「山梨実験センター」開設 

  ９年１月 
超電導磁気浮上式鉄道実用技術評価委員会（委員長：松本嘉司東京理科大学教

授発足 

      ４月 山梨実験線先行区間において走行試験開始 

      10月 実験用第二編成車両が山梨実験線車両基地へ搬入 

      12月 無人走行 550km/h、有人走行 531km/hを記録 

  10年２月 実験用第二編成車両が走行試験開始 
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超電導磁気浮上式鉄道開発の経緯（その２） 

  10年６月 ２編成の車両による走行試験開始 

      ７月 超電導磁気浮上式鉄道実用技術評価委員会が中間とりまとめを公表 

      12月 高速すれ違い試験で相対速度 966km/hを記録 

  11年２月 ５両編成の車両による走行試験開始 

      ４月 ５両編成の車両による有人走行 552km/hを記録 

      ８月 超電導磁気浮上式鉄道実用技術評価委員会が中間評価を公表 

      11月 高速すれ違い試験で相対速度 1003km/hを記録 

  12年３月 超電導磁気浮上式鉄道実用技術評価委員会が実用技術評価を公表 

    ４月 第２期走行試験開始 

 14年６月 実験用新型車両が山梨実験線車両基地へ搬入 

    ７月 新型車両による走行試験開始 

  15年４月 超電導磁気浮上式鉄道実用技術評価委員会が中間とりまとめを公表 

    11月 １日の走行距離2,876kmを記録 

      12月 

  16年11月 

有人走行 581km/hを記録 

高速すれ違い試験で相対速度1026km/hを記録 

 ＊ＬＩＭ：ﾘﾆｱ・ｲﾝﾀﾞｸｼｮﾝ・ﾓｰﾀｰ   ＬＳＭ：ﾘﾆｱ・ｼﾝｸﾛﾅｽ・ﾓｰﾀｰ 
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山梨実験線の走行試験記録（その１） 
年月日 項   目 

1997. 4. 3 走行試験開始(第一編成、100km/h) 

   5. 8 200km/h 走行 

   5.30 浮上走行試験開始 

   6.24 300km/h 走行 

   9. 8 400km/h 走行 

   9.12 421.3km/h 達成(宮崎実験線[有人]：411km/h) 

   10. 1 451.8km/h 達成(ﾄﾗﾝｽﾗﾋﾟｯﾄﾞ：450km/h) 

   11.28 500km/h 達成 

   12.10 累積走行距離：10,000km 

   12.12 531km/h[有人]達成(TGV:515.3km/h､宮崎実験線:517km/h) 

   12.24 550km/h 達成 

1998. 2. 4 第二編成総合調整試験開始 

   5.17 試乗走行開始 

   6.11 複数列車走行試験開始 

   8.21 累積試乗人員：1,000 人 

   8.25 累積走行距離：20,000km 

   12.17 高速すれ違い走行試験：相対 966km/h 達成 

1999. 2.24 累積走行距離：30,000km 

   3.27 累積試乗人員：2,000 人 

   4.14 552km/h[有人]達成 

   7. 7 累積試乗人員：3,000 人 

   7.14 累積走行距離：40,000km 

    7.29 一日走行距離：500km 以上走行(532.6km) 

   8.20 累積試乗人員：4,000 人 

   9.10 累積試乗人員：5,000 人 

   9.28 一日走行距離：600km 以上走行(638km) 

    9.30 累積走行距離：50,000km 

   10.21 累積試乗人員：6,000 人 

   11.16 高速すれ違い走行試験：相対 1,003km/h 達成 

   12. 1 累積走行距離：60,000km、累積試乗人員：7,000 人 

   12.22 一日走行距離：781km 走行 

2000. 3. 6 累積走行距離：70,000km 

      4.19 累積試乗人員：8,000 人 

      4.24 累積走行距離：80,000km 

      5.31 累積試乗人員：9,000 人 

      6.22 累積走行距離：90,000km 
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山梨実験線の走行試験記録(その２) 
年月日 項   目 

2000. 7.12 累積試乗人員１万人 

8.26 累積走行距離 10 万 km 

2001. 6.20 累積試乗人員２万人 

2002. 2.20 累積走行距離 20 万 km 

3.27 累積試乗人員３万人 

7.23 新型車両走行開始 

     12. 4 累積試乗人員４万人 

2003. 4.18 最高速度 500km/h、定員 100 人の試乗会開始 

      7.26 累積走行距離 30 万 km、累積試乗人員５万人 

     10. 8 累積試乗人員６万人 

     11. 7 一日走行距離：2,876km 走行 

     12. 2 581km/h[有人]達成 

2004. 5.15 累積試乗人員７万人 

      8. 6 累積試乗人員８万人 

     10.28 累積走行距離 40 万 km 

     11.16 高速すれ違い走行試験：相対 1,026km/h 達成 

2005. 3. 1 現在 累積走行距離：428,785km、累積試乗人員：85,776 人 
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＜参考＞ 

走行の主な記録（まとめ） 

 

・最 高 速 度 ： ５８１．７ｋｍ／ｈ（有人） 

 平成１５年１２月２日記録。２回実施し、２回とも同速度

・すれ違い最高速度 ： １０２６．３ｋｍ／ｈ 

 平成１６年１１月１６日記録。２回実施し、２回とも同速度 

 すれ違い位置は、ほぼ設定通り 

・最大１日走行距離 ： ２，８７６ｋｍ（平成１５年１１月７日記録） 

・累 積 走 行 距 離 ： ４２８，７８５ｋｍ（平成１７年３月１日現在） 

・累積試乗者数 ： ８５，７７６人（平成１７年３月１日現在） 

・試乗会の運休 ： 無し 

 

走行試験の推移（平成 17 年 3 月 1 日現在） 

試乗者数の推移(平成 17 年 3 月 1 日現在) 
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H9.4.3 走行試験開始

H12.3 実用化の目処（実用技術評価委員会）

H14.7.23 新Ｂ編成走行試験開始

H15.4基本的な技術の確立が着実に進捗(実用技術評価委員会)

H14.2.20
累積走行距離200,000km

H15.12.2
最高速度581km/h

H16.10.28
累積走行距離400,000km

H16.11.16
すれ違い相対1026km/h
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＜参考＞ 

 

技術開発によって改良された設備等の事例（その１） 
（括弧内は改良効果） 

 

ガイドウェイ 

これまでの方式                逆Ｔ型断面形状 

（作業性向上） 

 

地上コイル 

２層推進コイル                              単層推進コイル 

推進・浮上案内コイルは個々別々           推進・浮上案内コイルを一体成形 

製作費低減、取付作業簡素化、 

走行抵抗低減 

 

電力変換器 

新型電力変換素子   ＧＴＯ素子 

（小型化、電力損失低減） 

新型 旧型
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技術開発によって改良された設備等の事例（その２） 
（括弧内は改良効果） 

 

車両先頭部形状 

ダブルカスプ形状  平成１４年に投入された試験的な先頭形状

（走行抵抗低減、微気圧波低減） 

 

車両断面 

これまでの断面形状  車体断面の角形化 

（走行抵抗低減、空気振動低減） 

 

緩衝工 

開口部段差有り  開口部段差解消 

（空気振動低減、微気圧波低減） 

 

 

台車部の断面
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＜参考＞ 

関連する主な用語集 

 

リニア（リニアモータカー） 

一般にリニアモータにより駆動する鉄道をリニアといい、車両の支持（浮

上）方式により大別すると、以下の３方式になる。 

超電導方式：車上の超電導磁石と地上のコイルに誘導される電流との間

の電磁力で車両を支持（浮上）する方式。本報告書で対象

としている超電導磁気浮上式鉄道の方式。 

常電導方式：車上の電磁石と地上の鉄レールとの間に作用する吸引力を

制御することにより車両を支持（浮上）する方式。東部丘

陵線（リニモ）やトランスラピッドの方式。 

鉄車輪方式：従来の鉄道と同じく、鉄の車輪と鉄のレールにより車両を

支持する方式。都営地下鉄大江戸線や大阪市営地下鉄長堀

鶴見緑地線等の方式。 

３重き電方式 

地上一次リニアモータにおいて、区分された一次巻線を交互に３系統に分

け、車両の位置に応じて変電所から交互に２系統ずつき電する方式。１系

が故障しても残りの２系によって車両の運転が可能。 

ＧＴＯ素子 

Gate Turn Off Thyristor の略称で、サイリスタに自己消弧能力を持たせた

電力用半導体素子。新幹線では 300 系・500 系などに使われている。 

ガイドウェイ 

浮上走行中に車両を浮上・案内・推進する地上コイル、車輪走行中に車両

を支持する支持車輪走行路、案内する案内車輪走行路で構成されるＵ字型

の線路。 

基本ブレーキ（→バックアップブレーキ） 

列車運転に常時使用するブレーキを指し、電力変換器による電力回生ブレ

ーキのこと。 

緊急着地輪 

支持脚故障時や、浮上走行中の超電導磁石故障の際に、車両が走行路面と

接触するのを防止するための金属製の車輪。 

クエンチ 

超電導線材の超電導状態が消滅し常電導状態に転移することであり、超電

導磁石としての機能が失われること。 

空車（→積車） 

乗客や荷物などの荷重が加えられていない車両の状態。 

空力的特性 

車両が走行することによって車両の周辺の空気との間で生じる現象、つま

り車両の周辺に生じる空気の圧力変化や空気の流れ、並びに車両が受ける

圧力や摩擦等の現象に起因した特性のこと。 

空力ブレーキ 

走行中に車両から板を立てて、空気抵抗によるブレーキ力を得る装置。 
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支持脚装置 

電磁力による十分な上下方向の浮上力が得られない低速走行時に、ガイド

ウェイ走行路面上を走行して車両を支持する車輪、及びそれを上げ下げす

る装置。 

新型電力変換素子 

エミッタ構造を工夫することにより、GTO 並の低いオン電圧特性と、低電力

での駆動および高い遮断能力とを両立させた電力用半導体素子。 

振動制御装置 

台車が軌道などから受ける振動の影響を緩和し、乗り心地を向上すること

を目的とした装置。車体・台車間に油圧アクチュエータや減衰力可変ダン

パを装着して、それらを車体振動を抑制するように制御する。 

積車（→空車） 

定員乗車時と同様の重量とした車両の状態。 

走行抵抗 

空気抵抗、磁気抵抗などで車両が走行する際に抵抗となって現れる力。 

（ガイドウェイ）側壁 

Ｕ字型のガイドウェイのうち、浮上案内コイル、推進コイルを固定するた

めの壁状の構造物をいう。 

側壁移動分岐装置（→トラバーサ分岐装置） 

Ｕ字型ガイドウェイの側壁のみを左右あるいは上下に移動させて進路を変

える方式の分岐装置。 

側壁浮上方式 

浮上・案内用コイルをガイドウェイの側壁に配置する方式のこと。 

台車枠 

超電導磁石や脚装置等を取付け、推進力や浮上力（上下力）・案内力など

を受けるための枠。 

弾性支持台車 

超電導磁石を空気ばねを介して台車枠に取付ける構造で、上下方向の乗り

心地の向上を図った台車の方式。 

（ＳＣＭの）内槽 

ＳＣＭの内部にある容器で、超電導コイルを収納し、これを冷却する液体

ヘリウムを内封した容器。 

地上一次方式 

車両を推進するモータの一次側をガイドウェイ（地上）に、二次側を車両

に取り付ける方式。車両の走行制御は地上側で行うことになる。 

長尺中間車 

車両の定員増を目的として、車両長を標準の中間車（21.6ｍ）よりも 2.7

ｍ長くした中間車。 

超電導磁石（ＳＣＭ） 

リニアモータの２次側となる磁石であり、車両の台車に取付けられるもの

で、液体ヘリウムにより極低温に冷却し超電導状態とした電磁石のこと。 

電力変換器 

インバータ、コンバータ、チョッパ等の組み合わせの総称で、商用の電力

を半導体を使用して任意の周波数・電流値の交流の電気に電力変換を行う
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装置。 

電力変換所 

電力変換器の他、変圧器や制御装置等を設備した箇所。 

トラバーサ分岐装置（→側壁移動分岐装置） 

ガイドウェイがそのまま横に移動して進路を変える方式の分岐装置。山梨

実験線では油圧駆動方式と電気駆動方式がある。 

トンネル緩衝工 

車両がトンネルに進入・進出するときに発生する圧力変動を低減するため

にトンネル坑口に設けた鋼鉄あるいはコンクリート製の構造物。 

トンネル内器材坑 

き電区分開閉装置や通信設備等を設置するためのスペースとしてトンネル

内に配置した横坑。 

トンネル微気圧波 

車両がトンネル内に進入したとき生ずる圧力波がトンネル内を伝播し反対

側のトンネル坑口から放射される時のパルス状の圧力波。 

バックアップブレーキ（→基本ブレーキ） 

基本ブレーキが故障したときに用い、バックアップするブレーキ。バック

アップブレーキには電気ブレーキと車上ブレーキがある。 

ヘリウム用車載冷凍機 

超電導磁石を冷却する液体ヘリウムが、外部からの熱侵入などにより気化

して生じたヘリウムガスを再度液化するために車上に設置する冷凍機。 

ベンチテスト 

実験線ではなく工場内や研究所などの場所で実際と同様の条件を模擬して

行う試験。 

変換所渡り制御 

列車の進行に伴い、当該列車が在線中の変換所の制御エリアから隣の変換

所の制御エリアに移動させる制御。 

誘導集電装置 

車両に搭載した磁石により地上の浮上案内コイルに誘導電流を流し、誘導

電流による発生磁界を車両の集電コイルで誘起電圧として受け取り、車上

で電力を得る装置。 

リニアモータ推進方式 

回転形モータを直線状に展開したものがリニアモータであり、電気エネル

ギーを直線的な運動エネルギーに直接変換して推進する方式。 

列車群 

列車の進路の制御や走行間隔の制御に影響を及ぼし合う複数の列車の集合

のこと。 

連接台車方式 

車体と車体の間（連接部）に台車を配置した方式。超電導磁石による客室

への磁界影響の低減・車両断面積の低減・低重心化等に有利となる。 

 


